
1

人権施策の具体的な取組み

１ 人権施策の体系

多様かつ複雑性をます人権問題に対応するために、個別分野の枠組みを越えて、「人

権」という共通の視点からの取組みを進めるため、①豊かな人権感覚を育んでいくため

の人権教育・啓発の推進、②人権擁護を推進していくための権利擁護システムの構築、

③社会全体での取組みを推進するためのネットワークの形成についての 3 点を大きな

柱として、総合的な人権施策の体系化を図ることにより、その取組みを進めます。

また、行動計画上のそれぞれの具体的な事業の実施にあたっては、常に事業効果につ

いて評価・点検を行い、社会経済状況等の変化によっては、計画期間にかかわらず、行

政評価手法なども積極的に活用し、事業の創設や統合・廃止・休止などの見直しなども

念頭において、人権施策の効果的な推進に努めます。

【3つの基本課題】 【13 の基本的方向】

学校教育における人権教育の推進

人権教育

社会教育における人権学習の推進

市民・企業等への啓発

●人権教育・人権啓発の推進 人権啓発

各種団体等の啓発活動への支援

職務に応じた人権研修等

人権研修

人権に配慮した職務の遂行

人権相談体制の充実

●人権擁護・保護機能の充実 擁護・保護機能の充実

専門機関との協力体制の推進

ＮＰＯ等多様な主体との協働の推進

団体との協議の場の設定

●社会全体での協働による取組みの推進

企業の自主的な取組みへの支援

地域との密着した連携・協働体制の推進
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２ 人権教育・人権啓発の推進

（１）人権教育

人権尊重の理念を定着させ、豊かな人権感覚あふれる学校や地域社会であるために

は、日常生活のあらゆる場面において、人権が尊重された豊かな自己実現が図られて

いくことが必要です。そのために、学校教育や社会教育を通じて、学校園・家庭・地

域社会において、良好な人間関係を構築できるとともに、社会での規範意識の向上が

図れるよう、発達段階に応じた人権教育を効果的に進めます。

ア 現状

「人権教育のための国連 10 年」は、人権教育・人権啓発を通して市民の一人ひとり

が個人として等しく尊重されるまちづくりを目指し、市民の誰もが人権を自分の問題と

して受け止め、考え、理解し、行動することの積み重ねによって人権文化を根づかせて

いけるよう努めてきました。

しかし、さまざまな人権問題をともすれば単に知的理解のみにとどまったり、差別や

人権侵害のみと捉える傾向にあり、自分の問題や身近な問題として捉えきれておらず、

日常生活での行動につながりにくいこともあげられます。

さらに、これまで進めてきたさまざまな人権問題に対する人権教育が、子どもたちや

保護者・市民の学習意欲の向上やニーズにどれだけこたえられたか再検討が必要である

と指摘されています。

イ 施策展開の基本的な考え方

あらゆる差別や人権侵害をなくし、平和ですべての人が生きる喜びを感じられる社会

をつくりあげていくことは、私たち人類の願いであり責務でもあります。その実現のた

めには、人々のたゆまない努力で人権文化を根づかせていくことが必要です。人権教育

が、さまざまな人権に関する課題解決において果たす役割は極めて大きいと認識し、日

本国憲法並びに教育基本法の精神に基づき人権教育及び人権啓発の推進に関する法律

等を踏まえ、次の基本方針により教育分野の人権教育を進めます。

(ｱ) 自分に自信と誇りを持てる人権教育を進めます。

人権意識を育てるためには、一人ひとりが自分に自信や誇りを持ち、将来に夢や希望

を持って自分の目標に向かって前向きに生きていくことが必要です。そのための学習プ

ログラムを開発して、個性を尊重し生きる力を育む取組みを進め、豊かな自己実現を目

指す人権教育を推進します。

(ｲ) 人との豊かなつながりを築く人権教育を進めます。

異質なものを排除し同質化を求めようとする姿勢を改め、さまざまな文化や多様性を

認め合う姿勢が大切です。違うことから学び、自分をより豊かなものに高め、人との豊

かな出会いとつながりを築く人権教育を推進します。

(ｳ) 生涯学習の基礎となる人権教育を進めます。

豊かな自己実現を図り、人との豊かなつながりを築くためには、一人ひとりが人権問

題を自分の問題と捉え、主体的に学習を深める中で、人権及び人権問題に対する正しい

理解と認識を深めていくことが重要です。そのため、生涯学習体系に学習者のニーズを

大切にした人権学習を明確に位置づけ、生涯学習の基礎となる人権教育を推進します。
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(ｴ) 地域コミュニティとしてのつながりを築く人権教育を進めます。

人々の人権意識を高めるため、学校園・家庭・地域社会・職場など、あらゆる機会と

場を通じて学習を進めることが重要です。また、人権感覚豊かな子どもの育成のため、

開かれた学校園の中で、地域の人々の積極的な教育への参画の機会と場をつくるととも

に、互いに連携するネットワークをつくることが必要です。これらの取組みを通して、

人権文化が地域社会に根づく人権教育を推進します。

(ｵ) 学校園・家庭・地域社会・職場において人権教育の熱意ある指導者の育成を図りま

す。

人権教育を推進するために、人権及び人権問題に関する認識と実践力を身につけた熱

意ある指導者の育成が必要です。教職員をはじめ保護者、地域コミュニティ指導者、グ

ループ・サークルリーダー等、人権教育の推進者となる熱意ある指導者の育成に努め、

子どもから高齢者まで誰もが安心して暮らしを豊かにしていくための人権教育を推進

します。

以上の基本方針に基づいて、教育の主体性を保ちつつ、学校教育と社会教育の連携を

図るとともに、関係機関及び諸団体とそれぞれ役割を分担しながら、一層連携して人権

教育を効果的に進めます。

ウ 施策の体系

基本的方向 課題 課題別施策

人権教育の推進

子どもたちの自主的な活動の拡大

いじめ・不登校に対する対応

人権教育の推進システムと教職員研修の充実

学校教育における人権教育の推進 人権教育の充実・推進

家庭・地域との連携

人権啓発講座等の実施

情報提供活動等の充実

社会教育団体等の支援

家庭教育の推進

多文化共生・国際理解教育事業等の推進

スポーツ振興による人権啓発の推進

図書館活動による障害者支援

社会教育における人権学習の推進 人権学習の充実・推進

青少年の健全育成

【基本的方向】学校教育における人権教育の推進

【課題１】人権教育の充実・推進

対象者の発達段階に応じて、人権意識を高めるための教育の指導方法に創意工夫を

凝らすなど、学校教育活動全体を通じて人権尊重意識を高めるため、人権尊重の精神

を育むための教育を充実・推進します。
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【課題別施策１】人権教育の推進

【課題別施策①】人権教育の推進(所管課：指導課)

同和問題、障害児教育、在日外国人問題、男女平等教育、性教育、メディアリテラ

シー等さまざまな人権問題に関して学校園での取組みの充実を図ります。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

人権教育推

進事業

学校園における

人権教育につい

て教職員が研究

及び研修を深め、

副教材等を使用

して人権教育の

指導の充実を図

る。

人権教育に関す

る教職員の各種

研究会・研修会へ

の参加や「にんげ

ん」「こころのノ

ート」「すばらし

い成長」等さまざ

まな教材等を使

用し、発達段階に

即した人権教育

を行うことを支

援する。

指導課 実施 → → → →

新教育課程

支援事業

総合的な学習・道

徳・特別活動等に

おける国際理解

教育・福祉・環

境・性教育・男女

平等教育等さま

ざまな人権教育

の課題に児童生

徒が主体的、体験

的に取組み、人権

意識を高めるこ

とを推進する。

フィールドワー

ク、ＪＩＣＡや留

学生との交流、老

人施設や障害者

施設等の訪問、保

育体験等総合的

な学習・道徳・特

別活動等におけ

る児童生徒の体

験活動、補助協力

員等を支援する。

指導課 実施 → → → →

障害児教育

運営管理事

業

幼稚園、小・中学

校の養護学級、通

級指導教室の指

導の充実を一層

図るとともに、特

別支援教育推進

体制の整備・充実

を図る。

特別支援教育コ

ーディネーター

研修、養護学級担

任研修、個別の指

導計画作成、巡回

指導等を実施す

る。

指導課 実施 → → → →

【新規】

特別支援教

育推進事業

特別支援教育を

視野に入れ通常

学級に在籍する

特別なニーズの

ある児童生徒の

支援を行う。

国委嘱の特別支

援教育モデル事

業終了を踏まえ

て市の専門家チ

ームを設けるな

ど各学校の支援

にあたる。動向を

踏まえ、国の新制

度に向けた支援

の試行を行う。

指導課 実施 → → → →

【新規】

重度重複障

害児童生徒

サポート教

室

重度重複障害児

童生徒に対する

支援を行うため

校区の養護学級

での指導の充実

を図る。

重度重複障害児

童生徒に対する

校区の養護学級

での指導充実の

一環としてサポ

ート教室の設置

運営を行う。

指導課 実施 → → → →
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小・中学校養

護学級備品

事業

小・中学校の養護

学級に在籍する

児童生徒の教育

の充実を図る。

新設養護学級の

備品等を整備す

る。

指導課 実施 → → → →

養護学級整

備事業

小・中学校の養護

学級、通級指導教

室に在籍する児

童生徒の教育の

充実を図るとと

もに、特別支援教

育に対応した支

援の充実を図る。

養護学級、通級指

導教室の施設・設

備の整備ととも

に、国の動向を踏

まえ、特別支援教

育に対応した整

備を行う。

指導課 実施 → → → →

海外帰国子

女等指導協

力者派遣事

業

中国帰国児童生

徒及び海外から

の渡日児童生徒

に対し母語を用

いた支援を行い、

多言語化への対

応に努め、学習、

懇談等日本での

学校生活へのス

ムーズな適応を

図る。

対象児童生徒等

に母語に堪能な

日本語指導協力

者を派遣する。

指導課 実施 → → → →

在日外国人

教育事業

外国にルーツを

持つ児童生徒が

仲間意識やアイ

デンティティを

保持し、日本人児

童生徒を含めた

多文化共生と国

際理解教育の拡

大を図る。

「春・夏の交流

会」「多文化交流

の集い」「中学校

区多文化共生国

際理解教育推進

事業」等を支援す

る。

指導課 実施 → → → →

【課題別施策２】子どもたちの自主的な活動の拡大

【課題別施策①】子どもたちの自主的な活動の拡大(所管課：指導課)

未来を主体的に切り拓く子どもたちを育むため、子どもたちの自主的な活動を支援

します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

スクールフ

ェスタ

子どもたちが日

頃の活動の成果

を発表し、交流す

るとともに、市民

や保護者に高槻

の教育について

の理解を広める。

幼稚園フェステ

ィバル、多文化交

流の集い、中学生

交流会、スピーチ

コンテスト等を

集約し「スクール

フェスタ」を開催

する。

指導課 実施 → → → →

子ども会議 自主的な子ども

たちの団体・組織

等の活動促進や

その交流の充実

を図ることによ

り、子どもたちに

民主的な社会の

形成者としての

資質を育成する。

中学校区の児童

会、生徒会の交流

の促進や、地域教

育協議会事業等

への子どもたち

の参画を支援す

る。

指導課 実施 → → → →
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【課題別施策３】いじめ・不登校に対する対応

【課題別施策①】いじめ・不登校に対する対応(所管課：指導課・教育センター)

教育センターでの教育相談や学校におけるカウンセリング機能の充実を図ること

で、集団生活への適応を促し、学校生活復帰への支援を行います。また、いじめ・不

登校・虐待等の防止や解消を図り子ども一人ひとりが自他の人権について理解し、豊

かな人間性を培い、人との豊かなつながりを築くように育みます。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

いじめ・不登

校対策事業

いじめや不登校、

虐待の早期解決、

減少を目指し、児

童生徒の心の安

定を図る。

「スクールカウ

ンセラー」「心の

教室相談員」を配

置し教育相談体

制の充実を図る。

指導課 実施 → → → →

教育相談事

業

保護者及び教職

員等から、幼児・

児童・生徒の問題

に関する相談を

受け、解決に向け

助言等を行う。

随時、教育センタ

ーで相談を受け

付ける。

教育セ

ンター

実施 → → → →

適応指導教

室事業

不登校状態の児

童生徒へ集団生

活への適応を促

し、学校生活復帰

への支援を行う。

学校と連携しな

がら、随時入室を

受け入れる。

教育セ

ンター

実施 → → → →

【課題別施策４】人権教育の推進システムと教職員研修の充実

【課題別施策①】人権教育の推進システムと教職員研修の充実(所管課：指導課・教育

センター)

教職員の資質・能力・人権意識を向上させ、教育内容の充実及び学校園の推進体制

の整備・強化を図ります。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

人権教育活

動事業

人権教育研究団

体の育成を図る。

人 権 教 育 の 充

実・拡大を図る。

高槻人権教育研

究協議会の活動

を支援する。人権

教育研究校を委

嘱し、その成果を

他校へ拡大する。

指導課 実施 → → → →

研修指導事

業

さまざまな教育

課題の解決に向

け、教職員の資質

向上を図り、指導

力や実践力を高

める。

各校における校

内研修を支援す

る。

指導課 実施 → → → →

教職員研修

事業

さまざまの学校

教育課題を解消

するために、教職

員の資質向上を

目指した研修を

実施する。

年間を通じて、３

４０回程度実施

する。

教育セ

ンター

実施 → → → →
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【課題別施策５】家庭・地域との連携

【課題別施策①】家庭・地域との連携(所管課：指導課)

地域社会で子どもを育てる意識を広げるため、開かれた学校園づくりを推進します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

学校教育自

己診断

学校教育活動に

関する説明責任

を果たし、開かれ

た学校運営を図

る。

学校が保護者や

児童生徒等に学

校教育活動に関

する意見を求め、

その反映を図る。

指導課 実施 → → → →

学校評議員 学校教育活動に

ついて、地域住民

の理解を得るこ

とにより、学校が

より自主的、自立

的に特色ある教

育活動を推進す

る。

学校評議員を委

嘱し、校長が学校

教育活動に関す

る意見を求め学

校運営の参考と

する。

指導課 実施 → → → →

地域教育協

議会

地域社会・家庭・

学校が一体とな

った教育活動を

より活性化し、総

合的な教育力の

向上を図る。

各中学校区地域

教育協議会に事

業委託をすると

ともに、連絡会等

を充実し、情報交

流を深める。

指導課 実施 → → → →

子育て支援

事業

保育所・幼稚園・

小学校間の連携

強化や保護者同

士の交流の拡大、

保護者の教育力

向上等を図る。

保・幼・小連携、

幼稚園の地域開

放、子育て相談等

を支援する。

指導課 実施 → → → →

【基本的方向】社会教育における人権学習の推進

【課題１】人権学習の充実・推進

すべての人が人権に関する基本的な知識や考え方を習得するとともに、人権を感覚

として身につけるため、社会教育活動を通じて、さまざまな手法の効果的な人権に関

する学習機会を充実・推進します。

【課題別施策１】人権啓発講座等の実施

【課題別施策①】人権啓発講座の実施(所管課：社会教育課)

保護者・市民一人ひとりが日々の生活の中で人権問題について関心を高めるため、

受講者参加型学習方式など多様な学習機会と内容を創造します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

人権教育講

座

保護者・市民の人

権意識を高め、指

導者育成に努め

る。

Ａコース、Ｂコー

スとしてそれぞ

れ４回程度の連

続講座を開催し、

人権意識を深め

ていく。

社会教

育課

実施 → → → →
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ほな行こか、

町のちっち

ゃな映画館

保護者・市民の手

による自主運営

を目指し、日常生

活の中で人権の

大切さを理解し、

人権意識を高め

ていく。

公民館、社会教育

団体と共催し、公

民館を映画館と

して年６回程度

開館する。

社会教

育課

実施 → → → →

【課題別施策②】公民館人権講座・教室の実施(所管課：公民館)

市民の人権意識の高揚を図るため、受講者参加型学習方式なども含めて人権講座を

実施します。

事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

公民館人権

講座・教室の

実施

すべての公民館

で計画的に人権

講座を開催し、人

権意識の高揚に

努める。

市人権啓発指導

員を講師として

人権講座を実施

する。

公民館 実施 → → → →

【課題別施策③】地区コミュニティと連携した人権講座の実施(所管課：公民館)

差別や偏見をなくす自主的な活動の促進とネットワークづくりを図るため、地区コ

ミュニティと連携し、人権講座を実施します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

地区コミュ

ニティと連

携した人権

講座

生涯学習の中に

人権学習を位置

づけることによ

り、差別や偏見を

なくす自主的な

活動のネットワ

ークづくりを図

る。

校区人権協との

共催により人権

講座を実施する。

公民館 実施 → → → →

【課題別施策④】公民館を中心とした人権啓発事業の実施(所管課：公民館)

効果的、効率的な人権啓発事業を展開するため、施設間の連携を図ります。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

公民館を中

心とした人

権啓発事業

公民館を中心と

した地域の施設

間で連携をとり、

効果的、効率的な

人権啓発事業を

実施し、参加者の

人権意識の高揚

を図る。

公民館等を拠点

に活動している

人権啓発指導員

と連携をとりな

がら実施する。

公民館 実施 → → → →

【課題別施策２】情報提供活動等の充実

【課題別施策①】情報提供活動(所管課：社会教育課)

保護者・市民一人ひとりが日々の生活の中で人権問題について関心を高めるため、

さまざまな情報を提供します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

「たかつき

教育だより」

による啓発

保護者・市民に身

近な人権の話題

を提供し、啓発を

行う。

教育だよりの「み

んなで学ぼう」欄

を有効に活用す

る。

社会教

育課

実施 → → → →
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保護者用啓

発冊子の計

画的・継続的

作成と活用

さまざまな人権

課題を保護者・市

民が手軽に学習

する資料として

編集・発行する。

年度毎に現代的

課題にあった１

テーマを選定す

る。冊子は幼・

小・中等の保護者

に配布する。

社会教

育課

実施 → → → →

視聴覚教材

の購入・活用

保護者・市民が手

軽に利用できる

教材を提供し人

権問題について

関心を高める。

映画フィルム、ビ

デオ、スライドの

貸出をする。

社会教

育課

実施 → → → →

【課題別施策②】図書館活動による人権学習支援(所管課：図書館)

市民が自らの人権について学べるよう、関連図書の充実とテーマ展示を実施します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

人権関連図

書の充実と

テーマ展示

人権関連図書を

充実するととも

に、テーマを決め

て図書等を展示

することで人権

意識の高揚を図

る。

人権関連図書の

収集を図り、特設

コーナーを設置

し、人権にかかる

図書やチラシ・パ

ネル・写真等の展

示を行う。

中 央 ･

天 神

山・小

寺池・

芝生・

阿武山

図書館

実施 → → → →

【課題別施策３】社会教育団体等の支援

【課題別施策①】社会教育団体の支援(所管課：社会教育課)

人権問題に対する正しい認識を深め、その解決に向けての態度・技術を培うため、

ＰＴＡなどの社会教育関係団体の活動を支援します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

単位ＰＴＡ

人権問題学

習会

人権を大切にし

た子育てと保護

者の人権問題へ

の関心と理解を

深める。

各単位ＰＴＡで

実施する。

社会教

育課

実施 → → → →

中学校区Ｐ

ＴＡ人権問

題学習会

中学校区学習会

として単位ＰＴ

Ａが共催で実施

することにより、

ＰＴＡ間の連携

を作り、学習活動

の輪を広げる。

中学校区で実施

する。

社会教

育課

実施 → → → →

市ＰＴＡ人

権問題学習

会

単位ＰＴＡ人権

問題学習会、中学

校区人権問題学

習会のまとめと

して実施する。

市ＰＴＡ協議会

と共催で実施す

る。

社会教

育課

実施 → → → →

ＰＴＡ指導

者研修会

指導者としてさ

まざまな人権課

題に対して関心

と理解を深める。

単 位 Ｐ Ｔ Ａ の

役・委員を対象

に、ＰＴＡ指導者

研修会として実

施する。

社会教

育課

実施 → → → →

社会教育関

係団体等の

支援

地域社会に根づ

いた団体として

人権意識が高ま

るよう支援し、指

導者育成に努め

る。

学習会の開催並

びに映画会等の

支援。

社会教

育課

実施 → → → →
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【課題別施策②】人権啓発推進市民組織の支援(所管課：社会教育課)

人権尊重をまちづくりの基本に位置づけて活動している、人権啓発推進市民組織の

支援に努めます。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

人権啓発推

進市民組織

の支援

人権啓発推進市

民組織に対して

学習活動を支援

し、指導者育成に

努める。

総会記念講演会、

一日研修会、映画

会等を支援する。

社会教

育課

実施 → → → →

【課題別施策４】家庭教育の推進

【課題別施策①】家庭の教育力向上(所管課：社会教育課)

家庭及び地域の教育力の向上を図り、より豊かな家庭・社会づくりを目指すととも

に、子どもの人権が尊重された子育てが行われるよう支援します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

学び舎ネッ

ト学習会の

支援

家庭及び地域の

教育力向上を目

指すとともに、自

主学習の分野に

人権の視点を浸

透させる｡

各学び舎ネット

開設校で実施す

る。

社会教

育課

実施 → → → →

学び舎ネッ

ト運営委員

研修会の開

催

各運営委員の人

権意識の高揚を

図り、指導者育成

に努める。

学び舎ネット運

営委員を対象に

人権学習会を実

施する。

社会教

育課

実施 → → → →

【課題別施策②】親子交流で学ぶ人権学習(所管課：青少年交流室)

親子の交流を図るとともに、人権意識の高揚を図るため、親子の参加・体験講座等

を実施します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

親子で学ぶ

講座の開設

親子で参加でき

る講座によって、

親子の交流を通

して、子育て学習

を推進する。

親子交流事業の

実施に努める。

青少年

交流室

実施 → → → →

子育てサー

クルの育成

子育ての場を提

供することによ

って、子育てサー

クルの育成に努

める。

子育ての場の提

供及び相談業務

を行う。

青少年

交流室

実施 → → → →
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【課題別施策５】多文化共生・国際理解教育事業等の推進

【課題別施策①】多文化共生・国際理解教育事業の推進(所管課：青少年課他)

多文化共生の形成に向けて、地域社会が多国籍化・多民族化する状況の中で、言語

の多様化への対応とともに、地域での異文化交流を図ります。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

在日韓国・朝鮮人

の一世を対象に

日本語の識字学

級を開講し、日本

語の習得を図る。

週２回、青少年課

分室で実施する。

青少年

課

実施 → → → →日本語識字

学級の実施

【新規】

多文化共生社会

を目指し、在日外

国人に対して教

室を開講する。

高槻市国際化施

策推進基本指針

の策定に合わせ

て実施に向けて

検討を行う。

市長部

局・教

育委員

会との

共管事

業とし

て所管

課決定

研究 検討 実施

地域子ども

会の実施

在 日 外 国 人 の

小・中学生を対象

に、教科の補習や

レクリエーショ

ン活動を実施し、

学力の充実と子

どもたちの交流

を図る。

週３回、磐手公民

館、青少年課分

室、柱本団地集会

所で実施する。

青少年

課

実施 → → → →

【課題別施策６】スポーツ振興による人権啓発の推進

【課題別施策①】スポーツ振興による人権啓発の推進(所管課：スポーツ振興課)

さまざまな年齢や立場の人とのふれあいの場をつくり、人権尊重の相互理解を深め

るため、市民と協働しながら、生涯スポーツ社会づくりを目指します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

生涯スポー

ツの促進

すべての人がそ

れぞれの条件に

応じて、スポーツ

に親しみ、人との

つながりができ

るようスポーツ

振興を推進する。

総合型地域スポ

ーツクラブをは

じめとする市民

との協働事業を

進める。

スポー

ツ振興

課

実施 → → → →

障害者スポ

ーツの振興

障害者スポーツ

懇話会を中心に

多様な取組みを

推進する。

ふれあいプール

レクリエーショ

ンやふれあいレ

クリエーション

スポーツの集い

の開催 ､年２回

「障害者とスポ

ーツ」を発行す

る。

スポー

ツ振興

課

実施 → → → →

【課題別施策７】図書館活動による障害者支援

【課題別施策①】図書館活動による障害者支援(所管課：図書館)

障害者の社会生活を支援するため、情報提供や窓口相談を実施します。
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事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

視覚障害者

への支援

対面朗読サービ

スにより情報提

供に努める。

視覚障害者のた

めの図書館対面

朗読室等におい

てボランティア

による朗読を実

施する。

中央・

小 寺

池・芝

生・阿

武山図

書館

実施 → → → →

来館が困難

な障害者へ

の支援

図書館の資料を

無料で郵送し、情

報提供に努める。

点字図書、墨字図

書、カセットテー

プ、ＤＡＩＳＹ

（デジタル音声

情報システム）図

書を郵送により

貸出す。

中央・

天 神

山・小

寺池図

書館

実施 → → → →

ＤＡＩＳＹ

（デジタル

音声情報シ

ステム）図書

の製作

視覚障害者のた

めのカセットテ

ープに代わるＤ

ＡＩＳＹ図書の

製作を行う。

音訳ボランティ

アグループによ

り実施する。1 タ

イトルをおおむ

ね1枚のＣＤに収

録する。

小寺池

図書館

実施 → → → →

【課題別施策８】青少年の健全育成

【課題別施策①】青少年指導者に対する人権啓発の推進(所管課：青少年課)

青少年指導者に対して人権研修を実施し、人権啓発を推進します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

青少年指導

者に対する

人権研修の

実施

青少年指導者に

対し、人権研修を

実施することに

より、人権意識の

高揚を図る。

研修プログラム

に定期的、継続的

に人権研修を取

り入れ実施する。

青少年

課

実施 → → → →

【課題別施策②】青少年の健全育成(所管課：青少年交流室)

人権の大切さを学ぶことにより、青少年の健全育成を図るため、各種参加体験型講

座・教室を開催します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

地域社会に

おける青少

年の育成

人権をベースと

した各種講座・教

室を開催するこ

とにより、青少年

の健全育成に努

める。

時代のニーズに

合った青少年が

参加しやすい講

座の開設に努め

る。

青少年

交流室

実施 → → → →
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（２）人権啓発

「人権教育のための国連 10 年高槻市行動計画」を継承し、「あらゆる人々が理解と

寛容と友好関係を深め、人権の尊重と確立を日常の行動規範とする文化、すなわち人

権文化の創造」に向けて、市民一人ひとりが、人権問題を自分のこととして捉え、人

権尊重の理念が日常生活の中にいきづく、豊かな人権感覚を育んでいくための人権啓

発を効果的に行います。

ア 現状

第 4 回人権意識調査の結果並びに「人権教育のための国連 10 年高槻市行動計画」の

総括を行ってきた中で、女性、子ども、高齢者、障害者、同和問題、在日外国人などそ

れぞれの人権課題ごとに明らかになった人権意識の現状と課題などとともに、人権教

育・人権啓発に関しての課題なども明らかになっており、その詳細については、第 2章

において説明しています。そこで、特に、人権教育・人権啓発に関して具体的に述べる

と、地域メディアが果たす役割について低い評価を下している現状や、地域メディアの

弱さが特に若年層に顕著であることなどが明らかとなっています。

また、学習者にとって新鮮な内容は高い学習効果をもたらすことからも、人権・差別

問題についての学習の感想についての回答の中で、「さらに学習したいと思った」と答

える市民がわずか 2.1％にとどまる現実です。これまで行われてきた人権学習が、学習

意欲そのものをどれほど活性化するものであったのか、あるいは成人・高齢期の学習者

のニーズに十分こたえるものであったのかなどの再検討が求められています。

さらに、従来の人権啓発の多くは、著名人や学識経験者による講演会・研修会などで

あり、人権に関する知識や情報を伝える点では一定の効果がありましたが、情操や感性

に訴えて日常生活の中で生かされるような深まりが十分ではなく、自分自身の課題とし

て受けとめられていないなど、その内容・方法に課題があると指摘されています。

また、人権啓発推進協議会の活性化に向けての支援並びに人権啓発指導員の地域啓発

活動の充実などと併せて、市民自らが、人権問題を自分の問題として捉えるため啓発事

業を企画し、市民が市民に参加の呼びかけを行うなど、市民が主体的に啓発事業を推進

していくことが求められています。

イ 施策展開の基本的考え方

人権啓発を進めていくには、人権問題を鋭く捉える感性や日常の生活の中で態度や行

動に現れる人権感覚を体得するという参加型の啓発手法や、市民の年齢層・生活様式に

応じた啓発手法等の検討を行います。

また、市民が啓発事業を主体的に推進することや啓発事業に参加・参画することがで

きるいろいろな機会の活用・拡充、啓発機会や情報提供の充実を図るなど、日常の活動

の中で主体的に人権問題に取組むことができる環境づくりを進めるとともに、市民・企

業などが実施する啓発や研修に対しても協力・支援に努めます。

さらに、人権侵害を受け、あるいは受ける可能性のある個人の力を強化していくこと

も非常に重要であることから、そうした個人から、現状を変えていこうとする自発的活

動を引き出し、個人の発意を側面から援助し、その活動を支援していくことも基本的な

考え方の一つに置いた啓発に努めます。

人権啓発は、市民一人ひとりの心のあり方に密接にかかわる問題でもあることからそ

の自主性を尊重し、押し付けにならないように十分留意しながら啓発活動を展開します。
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ウ 施策の体系

基本的方向 課題 課題別施策

講演会・講座等による啓発行事

系統的学習の設定

課題別人権施策・啓発事業の推進

視聴覚教材による啓発

啓発リーフレット作成等の情報提供の充実

市民への啓発

効果の確保

企業への啓発 事業主などに対する啓発

啓発手法の工夫 メディアにおける啓発方法の多様化

市民・企業等への啓発

行政内部での連携 庁内組織の活性化

人権啓発指導者の育成
指導者の育成

人権啓発指導者の手引書の作成

啓発資料の作成 テキスト等の作成
各種団体等の啓発活動への支援

啓発活動への支援 市民・各種団体などが行う啓発活動への協力・支援

【基本的方向】市民・企業等への啓発

【課題１】市民への啓発

人権問題を自分の問題として捉えられるよう、市民の年齢層や生活様式に応じた効

果的な啓発事業を行うとともに、人権に関する情報の提供を行います。

【課題別施策１】講演会・講座等による啓発行事

【課題別施策①】人権講演会等の実施(所管課：富田ふれあい文化Ｃ)

人権を尊重する市民意識の形成を図るため、市民自らが人権問題を考えるきっかけ

づくりの場となる人権講演会・映画会やパネル展示などを実施します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

人権講演会･

映画会の開

催

講演会・映画会等

により、市民自ら

が人権問題を考

えるきっかけづ

くりとして実施

する。

人権問題等に取

組んでいる講師

による講演会や、

人権関係の映画

を上映する。

富田ふ

れあい

文化セ

ンター

実施 → → → →

啓発パネル

の常設展示

パネル等を利用

して来所者に対

して人権啓発を

行う。

センターの各階

の空間を利用し

て、人権関係のパ

ネル展示を行う。

富田ふ

れあい

文化セ

ンター

実施 → → → →

【課題別施策②】男女共同参画社会の形成促進(所管課：男女共同参画課)

男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、職場・家庭・地域社会等

あらゆる分野において、性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮すること

ができる男女共同参画社会の実現に向け、啓発や情報提供等の取組みを推進します。
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事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

「女と男の

つどい」の開

催

男女共同参画社

会の形成を促進

するために必要

な情報提供及び

啓発事業を行う。

６月の男女共同

参画週間に実施

する。（講演会と

分科会）

男女共

同参画

課

実施 → → → →

【課題別施策③】啓発活動の促進(所管課：障害福祉課)

市民の障害者への理解と認識を深めるため、ノーマライゼーションの理念の普及に

努めるとともに、さらに人権擁護と啓発に取組みます。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

「福祉展」の

実施

障害者への理解

と認識を深める

とともに「障害者

の日」の周知を図

る。

１２月９日の障

害者の日の周知

を図るため障害

者福祉センター

にて「福祉展」を

開催する。

障害福

祉 課

実施 → → → →

【課題別施策④】市民への啓発(所管課：障害者福祉Ｃ)

障害者の社会参加の促進や自立を支援するため、講演会や講座を開催します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

福祉講演会 障害者の社会参

加、社会的自立の

促進及び個別の

課題や取組みな

どをテーマに障

害者が自ら学習

し、研鑚に努める

とともに市民へ

の理解を深める。

事業のプランニ

ングから各関係

団体の代表者で

構成する委員会

の参加型運営（自

主運営）により実

施する。（春・秋

２回）

障害者

福祉セ

ンター

実施 → → → →

【課題別施策⑤】偏見等の解消のための啓発(所管課：保健予防課)

エイズなど感染症に対する偏見や差別意識を解消するため、正しい知識の啓発と予

防行動の普及を図ります。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

【新規】

感染症予防

対策事業

エイズなど感染

症への正しい理

解を深めるとと

もに、具体的な知

識と予防行動の

普及を図る。

エイズなど感染

症の予防講座、予

防キャンペーン

を実施する。

保健予

防課

実施 → → → →

【課題別施策⑥】精神障害者への理解促進(所管課：保健予防課)

精神障害者が地域活動に参加するための環境づくりを行うため、こころの病・障害

についての各種講座を実施します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

【新規】

精神障害者

理解促進事

業・精神保健

市民講座

こころの病・障害

についての理解

を深めることに

より、精神障害者

が地域活動に参

加するための環

境づくりを行う。

地域住民、民生委

員等を対象に、講

座を開催すると

ともに、市民向け

の啓発を実施す

る。

保健予

防課

実施 → → → →
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【課題別施策２】系統的学習の設定

【課題別施策①】課題別の学習講座(所管課：人権室)

さまざまな人権問題への理解を深めていくため、共催団体の連携を強化する中で、

課題別に学習会を開催します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

人権ネット

ワーク講座

の開催

さまざまな人権

問題への理解を

深めていくため

系統的な学習機

会を設定する。

企業等共催団体

との連携を強化

し、課題別の人権

問題について学

習会を開催する。

人権室 実施 → → → →

【課題別施策３】課題別人権施策・啓発事業の推進

【課題別施策①】国際化施策の推進(所管課：人権室他)

国際化の進展が地域レベルで広がりを見せる中、さまざまな文化、習慣、価値観の

違いを認め合い国籍や民族的・文化的背景に関係なく、ともに地域を支えあう豊かで

活力ある多文化共生の地域社会の実現に向け、国際化施策推進基本指針を策定します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

【新規】

高槻市国際

化施策推進

基本指針の

策定

外国籍市民と同

じ地域住民とし

て共生していく

ため、基本指針を

策定する。

庁内関係課及び

人権啓発幹事会

等において検討。

指針策定を人権

施策推進審議会

に諮問。パブリッ

クコメントによ

り市民の意見を

聴取する。

人権室

他

検討 策定

着手

策定

【課題別施策②】子どもの社会参加の推進(所管課：人権室他)

子どもの権利を守り、子どもの成長と自立を支援することを基本姿勢として、子ど

もの権利についての理念とその普及、家庭・学校・施設・地域など子どもの生活の場

での権利保障、子どもの参加や救済のしくみなどを内容として、未来を担う子どもた

ちにできる限り自分の意見を表明し社会参加する機会を保障するため、子どもの権利

条例を制定します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

【新規】

子どもの権

利条例の制

定

子どもたちの幸

せの実現に向け

た取組みの実効

性を高めるため、

子どもの権利条

例を制定する。

庁内関係課及び

人権啓発幹事会

等において検討。

条例策定を人権

施策推進審議会

に諮問。パブリッ

クコメントによ

り市民の意見を

聴取する。市議会

の可決後、施行す

る。

人権室

他

調査・

研究

検討 制定
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【課題別施策③】男女共同参画社会の早期実現に向けた取組み(所管課：男女共同参画

課)

「たかつき男女共同参画プラン」の実効性を高め、男女が互いにその人権を尊重し、

個性と能力を十分に発揮することのできる男女共同参画社会の早期実現を図るため、

男女共同参画基本条例を制定します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

【新規】

（仮称）男女

共同参画基

本条例の制

定

男女共同参画社

会の指針となる

べき理念をはじ

めとした基本的

な事項を明らか

にする。

男女共同参画審

議会に条例案を

諮問する。パブリ

ックコメントに

より市民の意見

を聴取する。市議

会の可決後、施行

する。

男女共

同参画

課

制定

【課題別施策④】男女共同参画社会の形成促進(所管課：男女共同参画課)

男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、職場・家庭・地域社会等

あらゆる分野において、性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮すること

ができる男女共同参画社会の実現に向け、啓発や情報提供等の取組みを推進します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

男女共同参

画を推進す

るための講

座や教室の

開催

男女共同参画社

会の形成を促進

するために必要

な情報提供及び

啓発事業を行う。

女性センターへ

の委託事業又は

補助事業により、

各種の啓発講座

等を開催する。

男女共

同参画

課

実施 → → → →

【課題別施策４】視聴覚教材による啓発

【課題別施策①】視聴覚教材による啓発(所管課：人権室)

市民及び職員など利用者の人権・平和についての理解を深めるため、人権・文化啓

発コーナーに人権・平和に関する図書・ビデオ等を設置します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

人権・文化啓

発コーナー

の充実

人権・平和につい

て幅広い層に啓

発を図る。

図書、ビデオ等の

充実に努める中

で、コーナーのＰ

Ｒを図り利用及

び貸出しを行う。

人権室 実施 → → → →

【課題別施策５】啓発リーフレット作成等の情報提供の充実

【課題別施策①】啓発リーフレットによる啓発活動(所管課：人権室)

人権を尊重する市民意識の高揚を図るため、市民・ボランティア団体等の人権的な

活動内容などを紹介する啓発リーフレットを市民の参画のもとに作成します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

人権広報紙の

全戸配布

市民・団体等の草

の根的な活動の

紹介記事を通し

て、人権について

の理解を深める。

市民参加のもと

紙面を作成し、全

戸に配布する。

人権室 実施 → → → →
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【課題別施策②】情報発信事業(所管課：富田ふれあい文化Ｃ・春日ふれあい文化Ｃ)

人権啓発を図るため、地域情報紙やインターネットを利用して、さまざまな情報の

発信に努めます。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

地域情報誌

「桟」の発行

人権啓発や地域

施設の事業等の

情報を発信する。

地域施設職員で

編集・印刷を行

い、センター周辺

に３，０００部を

配布する。

富田ふ

れあい

文化セ

ンター

実施 → → → →

インターネ

ットによる

情報発信

インターネット

のホームページ

を利用して、人権

啓発や地域の情

報を発信する。

センターのホー

ムページを開設

し、毎月更新す

る。

富田ふ

れあい

文化セ

ンター

実施 → → → →

地域情報紙

の発行

地域内施設が適

切な事業が実施

できるよう施設

の役割・機能・行

事・事業内容につ

いて地域住民に

周知を図る。

小学校区に自治

会を通じて配布

する。

春日ふ

れあい

文化セ

ンター

実施 → → → →

【課題別施策③】男女共同参画社会の形成促進(所管課：男女共同参画課)

男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、職場・家庭・地域社会等

あらゆる分野において、性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮すること

ができる男女共同参画社会の実現に向け、啓発や情報提供等の取組みを推進します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

情報誌「ウー

マンズ・ア

イ」の発行

国、府、市の動き

及び女性センタ

ーの行事予定等

を中心に掲載し、

年２回発行する。

広報紙への

啓発記事の

掲載

男女共同参画社

会の形成を促進

するために必要

な情報提供及び

啓発事業を行う。

主に市の動きや

時事問題に即し

た情報を、特集や

コラムとして掲

載する。

男女共

同参画

課

実施 → → → →

【課題別施策④】啓発活動の促進(所管課：障害福祉課)

市民の障害者への理解と認識を深めるため、ノーマライゼーションの理念の普及に

努めるとともに、さらに人権擁護と啓発に取組みます。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21年度

「 障 害 者

(児)福祉の

あらまし」の

発行

障害者施策を紹

介し、制度の理解

と利用の促進を

図る。

冊子を発行し、必

要に応じ窓口で

配布する。

障害福

祉課

実施 → → → →
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【課題別施策⑤】情報の発信(所管課：障害者福祉Ｃ)

市民及び関係者の社会参加を積極的に促進するため、センター及び関係団体の事業

展開・運営・活動状況などを紹介し、情報の提供に努めます。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

情報誌「ゆう

あい たか

つき」の発行

障害者を取り巻

く諸課題につい

て正しい理解と

認識を深めるた

め冊子を発行す

る。

各方面からの投

稿協力を得て、年

２回（４月・１０

月、各回１，３５

０部）発行する。

障害者

福祉セ

ンター

実施 → → → →

センター案

内「ゆう・あ

いセンター」

の配布

施設の案内用パ

ンフとして解か

りやすく紹介す

る。

事業の概要、障害

福祉情報の提供

など障害福祉活

動の場としての

施設の位置付け

を明らかにする。

障害者

福祉セ

ンター

実施 → → → →

【課題別施策⑥】生活支援情報の提供(所管課：人権室他)

在日外国人が、安心・快適な生活を送れるよう、よりきめ細やかな情報提供として

高槻版「生活必携」を作成します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

【新規】

日常生活案

内パンフレ

ットの作成

文化の違いを理

解し、在日外国人

との共生を図る

ため、日常生活関

連情報の提供を

行う。

庁内関係課及び

人権啓発幹事会

などで研究し、作

成する。

人権室

他

研究 作成

【課題別施策６】効果の確保

【課題別施策①】効果の確保(所管課：人権室)

人権課題の解消に向けた効果的な施策の推進に向け、市民の人権意識の現状や啓発

のあり方を探るため、人権意識調査を実施します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

人権意識調

査

市民の人権意識

の現状や啓発の

あり方を探るた

めの人権意識調

査を実施する。

本計画の中間年

の見直し時に実

施する。

人権室 準備 実施

【課題別施策②】施策指標の検討(所管課：人権室他)

市民の満足度なども考慮し、施策の達成度を評価するため、わかりやすい施策指標

の研究・開発の検討を行います。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

【新規】

施策指標の

研究・開発

施策の達成度を

評価できる、施策

指標の研究・開発

を行う。

人権啓発幹事会

において、施策指

標の研究・開発を

行う。

人権室

他

研究 開発
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【課題２】企業への啓発

人権施策の基本理念を社会に広く定着させるため、社会経済の中心的な担い手であ

る企業に対して、効果的な啓発事業を行います。

【課題別施策１】事業主などに対する啓発

【課題別施策①】企業等における人権啓発の推進(所管課：労働福祉Ｇ)

市内の公正採用選考人権啓発推進員設置事業所で組織する「高槻地区人権推進員企

業連絡会」の活動に対しさまざまな支援を行い、連絡会の活性化を図るとともに、企

業における就労者の人権意識の高揚を図るため、各種事業を展開します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

事業主への啓

発

事業主を対象と

した人権啓発を

行い、企業にお

ける人権意識の

高揚を図る。

事業主、人事労務

担当者を対象と

した「人権啓発講

演会」を開催す

る。

労働福

祉Ｇ

実施 → → → →

【課題別施策②】就職困難者等の就労促進(所管課：労働福祉Ｇ)

働く能力・意欲がありながら、年齢、身体・知的・精神等の障害及び家族構成並び

に出身地などにより、就労をさまたげるさまざまな阻害要因を有するため、雇用就労

を実現できていない、いわゆる就職困難者等の雇用・就労の促進を図るため、各種事

業を展開します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

障害者雇用促

進啓発事業

市内企業の人事

担当者等を対象

に雇用促進の啓

発を行う。

啓発講演会を実

施する。

労働福

祉Ｇ

実施 → → → →

【課題３】啓発手法の工夫

情報化社会が進展する中、効果的な啓発活動を行うため、マスメディアの活用など、

多様な啓発手法の工夫を行います。

【課題別施策１】メディアにおける啓発方法の多様化

【課題別施策①】啓発方法の多様化(所管課：広報課他)

情報化社会が進展する中、効果的な啓発活動を行うため、地域メディアが担う役割

の重要性を踏まえ、啓発方法(媒体)の多様化を進めます。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

「広報たか

つき」による

啓発

広報紙による啓

発を進める。

市の広報紙にお

いて、必要に応じ

て特集などを組

み、啓発する。

広報課 実施 → → → →

市提供広報

番組による

啓発

ＣＡＴＶによる

啓発を進める。

市の行政番組で

必要に応じて特

集などを組み、映

像による啓発を

行う。

広報課 実施 → → → →
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ＴＣＮとの

連携による

啓発

ＣＡＴＶによる

啓発を進める。

ＴＣＮと連携し、

お知らせやニュ

ース、記録映像な

どで常に啓発に

努める。

広報課

他

実施 → → → →

インターネ

ットのホー

ムページに

よる情報発

信

インターネット

による啓発を進

める。

新しい情報発信

の手段として積

極的に利用し、タ

イムリーで内容

の濃い啓発を行

う。

広報課

他

実施 → → → →

【課題４】行政内部での連携

人権施策の効果的な推進を図るため、庁内の横断的な組織である人権擁護推進本部、

調整委員会、人権啓発幹事会などの組織の活性化を図ります。

【課題別施策１】庁内組織の活性化

【課題別施策①】行政内部での連携の強化(所管課：人権室)

行政内部での連携の強化を図るため、人権啓発幹事会や人権擁護推進本部などで人

権課題に対する協議や情報交換を行うとともに、人権室の調整機能を一層強化します。

また、国際化や少子・高齢化など、新たな課題に適切に対応するために、担当窓口

の整備が求められている分野もあり、今後とも現行体制の見直しをも含めて検討を行

い、組織体制の整備を図ります。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

人権擁護推進本

部・調整委員会・

人権啓発幹事会

などの充実を図

る。

定期的に人権啓

発幹事会などを

開催し、よりきめ

細かな協議や情

報交換などを行

う。

実施 → → → →人権擁護推

進本部など

の組織の活

性化

【新規】組織体制

の整備を図る。

組織体制につい

て検討を行う。

人権室

他

研究 検討 整備

【基本的方向】各種団体等の啓発活動への支援

【課題１】指導者の育成

各種団体等の中で行う啓発活動を支援するため、人権啓発の指導者を育成します。

【課題別施策１】人権啓発指導者の育成

【課題別施策①】リーダーの育成(所管課：人権室他)

各種団体等の中で行う啓発活動を支援するため、各種団体等からの代表者等を対象

に人権啓発リーダーの育成を図る講座を開催します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

人権啓発リ

ーダーの育

成

各種団体等の中

できめ細かい啓

発活動が行える

よう、人権啓発リ

ーダーを育成す

る。

各種団体等から

の代表者等を対

象に、人権啓発指

導員の講師によ

るリーダー育成

講座を実施する。

人権室

他

実施 → → → →
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【課題別施策２】人権啓発指導者の手引書の作成

【課題別施策①】手引書の作成(所管課：人権室他)

各種団体等が行う啓発活動を支援するため、人権啓発リーダーが使用できる手引書

等を作成します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

【新規】

人権啓発指

導者の手引

書の作成

人権啓発リーダ

ーの活動支援の

ため、手引書を作

成する。

人権啓発指導員

及び関係課で手

引書を作成する。

人権室

他

実施 → → → →

【課題２】啓発資料の作成

各種団体等が行う啓発活動を支援するため、人権問題の研修等で使用できる資料を

作成します。

【課題別施策１】テキスト等の作成

【課題別施策①】人権啓発資料の作成(所管課：人権室他)

各種団体等が行う啓発活動を支援するため、研修・講習会で使用するテキストを作

成します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

【新規】

人権啓発テ

キストの作

成

研修・講習会で使

用するテキスト

を作成する。

人権啓発指導員

及び関係課でテ

キストを作成す

る。

人権室

他

実施 → → → →

【課題３】啓発活動への支援

市民・人権関係団体・地区コミュニティ組織・ＮＰＯ・企業などが主体的に行う啓

発事業等を促進するため、団体などに対して、協力・支援を行います。

【課題別施策１】市民・各種団体などが行う啓発活動への協力・支援

【課題別施策①】地域での学習及び啓発活動(所管課：人権室)

地域団体等とのさらなる連携を図るため、高槻市人権啓発推進協議会地区単位会が

実施する学習会及び講座等の啓発活動を支援します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

中学校区地

区単位会で

の学習・ふれ

あいアップ

講座等の支

援

地区単位会会員

の人権意識の高

揚及び地域での

草の根による啓

発活動の推進を

図る。

地域団体等と連

携の強化を図り、

人権学習会及び

講座等を開催す

るとともに、地区

単位会未結成の

校区について結

成を促す。

人権室 実施 → → → →

【課題別施策②】地域社会における学習の支援(所管課：人権室)

校区のＰＴＡ・公民館・企業等での地域社会における人権学習等を支援するため、

あらゆる場において人権啓発指導員に関する情報を発信するとともに、人権啓発指導

員を派遣します。
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事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

人権啓発指

導員による

地域啓発

地域社会におけ

る学習を支援す

る。

校区のＰＴＡ及

び公民館等での

活動を中心に地

域においての人

権啓発を実施す

る。

人権室 実施 → → → →

【課題別施策③】地区コミュニティ組織等における啓発活動の推進(所管課：コミュニ

ティ推進課)

地区コミュニティ組織等での生涯学習、文化・スポーツの活動や各種団体間の連携

促進の活動をとおして、人権啓発にかかる取組みが効果的に行われるよう、支援体制

を確立し、その推進を図ります。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

人権講座へ

の支援

地域で取組まれ

る、人権啓発に関

する講座の充実

を図る。

各コミュニティ

センター等で開

催する講座や研

修会等において、

さまざまな人権

啓発のプログラ

ムが取り入れら

れるよう支援を

行う。

コミュ

ニティ

推進課

実施 → → → →

地域の各種

催しを活用

した啓発の

支援

地域における、各

種の催しを活用

した、身近な場で

の人権啓発の機

会づくりを図る。

地区コミュニテ

ィ組織が開催す

る文化祭や運動

会などの場を活

用し、啓発パネル

展示等の人権啓

発活動の支援を

行う。

コミュ

ニティ

推進課

実施 → → → →

【課題別施策④】高齢者に対する市民の人権意識を高める啓発(所管課：高齢福祉課)

高齢者に対する市民の人権意識を高めるため、高齢者が心豊かに生きる権利や、個

人としての尊厳が重んじられる施策を周知することに努めます。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

福祉講習会

への講師派

遣

自治会・福祉委員

会等が開催する

福祉講習会に講

師派遣を積極的

に行うとともに、

高齢者施策・制度

等についての情

報を提供し、参加

者の人権意識の

高揚を図る。

随時、講師派遣要

請を受け実施す

る。

高齢福

祉課

実施 → → → →
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（３）人権研修

行政の仕事はすべてにおいて人権に深い関わりをもつことから、職員(「非常勤職

員」も含む。以下、「職員」という。)一人ひとりが、中核市にふさわしい国際的視点

に立った人権感覚を身に付け、人権に配慮した職務が遂行できるよう、職員研修等を

充実します。

ア 現状

新規採用職員研修をはじめとして、公務に携わる職員として常に人権感覚を磨くため、

体験学習などを取り入れた体系的な研修や年間を通じた職場研修の中で、人権意識の向

上を必須の課題の一つとして捉えた研修などを計画的に実施しています。

このような中、人権に関する取組みは、人権担当部課だけのものではなく、すべての

部課で取組むものであるという意識を全職員に徹底させ、「自分の仕事を通じて、どう

すれば人権擁護に寄与できるか」ということを考える積極的な意識を持った職員の養成

が求められています。

イ 施策展開の基本的考え方

職員は職務の遂行において、市民の人権に深く関与することが多く、職員の人権意識

の向上が重要であり、体系的な人権研修とともに、日常の業務に即した各職場における

人権研修の実施や人権に配慮して職務を進められるよう、手引となる研修マニュアル並

びに職務マニュアルを作成します。

また、中核市へ移行したことに伴い、市において実施する保健所業務など、特に、人

権に深い関わりをもつ業務に従事する保健衛生・福祉専門職員等に対しても人権研修の

充実に努めます。

ウ 施策の体系

基本的方向 課題 課題別施策

職員の人権研修の充実
職務分野ごとの研修

福祉等専門職員の人権研修の充実職務に応じた人権研修等

指導者の養成 研修指導者の養成

人権に配慮した職務の遂行 職場ごとのマニュアル作成 人権に配慮した接遇マニュアルの作成

【基本的方向】職務に応じた人権研修等

【課題１】職務分野ごとの研修

職員等が人権施策の基本理念を理解し、その意識が行動や態度に現れるよう、それ

ぞれの職務分野ごとに人権研修を実施します。

【課題別施策１】職員の人権研修の充実

【課題別施策①】個人情報保護制度の職員研修(所管課：市民情報課)

情報化社会の進展により、多くの利便と豊かさがもたらされているが、一方、個人

情報の大量流出事件や、インターネット上での個人に対する誹謗中傷など、プライバ

シーにかかわる問題が発生しているので、職員に個人情報保護を周知徹底するため、

研修を実施します。
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事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

個人情報保

護制度の職

員研修

プライバシー保

護の観点から、個

人情報保護制度

の周知徹底を図

るため、職員研修

を実施する。

毎年１回、個人情

報保護条例の運

用状況に基づき、

担当職員が講師

となって、実務研

修を実施する。

市民情

報課

実施 → → → →

【課題別施策②】人権研修の実施及び人権研修マニュアルの作成(所管課：職員研修所・

人権室)

人権に関する体系的な人権研修を通じて、人権に対し積極的な意識をもった職員を

養成するため、各種研修会を実施するとともに、人権研修マニュアルを作成します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

人権施策を

学ぶ講座

主任級職員を対

象に、人権にかか

わる本市の具体

的な施策の現状

と課題を学ぶた

めの連続講座を

開催する。

各職場のリーダ

ーである新任主

任職員を対象に

実施、すべての職

種に拡大してい

る。具体的な施策

と課題について

学ぶ。

職員研

修所

実施 → → → →

階層別研修 新規採用職員等

研修において、人

権にかかわる基

礎知識と人権感

覚を学ぶ。

新規採用職員等

研修でブライン

ドウォークや車

椅子体験、リバテ

ィおおさかの見

学等体験学習を

取り入れる。

職員研

修所

実施 → → → →

職場人権研

修

職場単位で、相互

啓発を行う機会

として、課長級職

員が中心となっ

て職場人権研修

を実施する。

職場研修の中で

人権意識の向上

を必須の課題と

して捉え、年間を

通じて計画的に

実施する。

職員研

修所

実施 → → → →

【新規】

人権研修マ

ニュアルの

作成

職場単位で実施

する職場人権研

修に使用するた

め、人権研修マニ

ュアルを作成す

る。

職場での人権研

修において、研修

マニュアルの使

用により、統一的

かつ効果的な実

施を図る。

職員研

修所・

人権室

実施 → → → →

【課題別施策２】福祉等専門職員の人権研修の充実

【課題別施策①】人権保育の充実・推進(所管課：保育課)

子育て環境に課題を抱え、子どもの人権に視点をおいた保育活動が求められる社会

状況にあって、人権保育基本方針に基づく人権保育を実践するにあたり、当該内容を

周知するとともに、基本的な人権意識を高揚させるため、職員研修を充実します。
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事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

職員研修の

充実

人権保育基本方

針の周知を図り、

当該方針に沿っ

た人権保育を実

践し、推進するた

め、研修を充実さ

せる。

全職員を対象と

する人権全体研

修の実施、大阪

保育子育て人権

情報研究センタ

ー主催の人権講

座への積極的な

参加並びに人権

保育実践のため

の人権保育研修

を年齢別グルー

プに分けて、そ

れぞれ計画的に

行う。

保育課 実施 → → → →

【課題別施策②】高齢者に対する市民の人権意識を高める啓発(所管課：高齢福祉課)

高齢者に対する市民の人権意識を高めるため、高齢者が心豊かに生きる権利や、個

人としての尊厳が重んじられる施策を周知することに努めます。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

ホームヘル

パー人権研

修

ホームヘルパー

養成研修を実施

する中で、高齢者

施策・制度等につ

いて情報の提供

を行い、参加者の

人権啓発につな

げる。

(福)高槻市社会

福祉事業団に委

託(７月実施)し

て実施する。その

他の講習会でも

随時講師派遣要

請を受け、実施す

る。

高齢福

祉課

実施 → → → →

【課題２】指導者の養成

各職場で人権啓発や積極的な研修会等が実施できるよう、職場ごとの研修指導者を

養成します。

【課題別施策１】研修指導者の養成

【課題別施策①】人権研修の実施(所管課：職員研修所)

人権に関する意識を体系的な人権研修を通じて、職員に徹底し、人権に対し積極的

な意識をもった職員を養成するため、各種研修会を実施します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

人権意識研

修

課長級職員を対

象に、職場単位で

の人権啓発や研

修のリーダーと

しての基礎知識

と啓発方法を学

ぶ。

「新任課長級研

修」「所属長等人

権研修」として実

施する。具体的

に、人権啓発指導

員の講義や、リバ

ティおおさかの

見学を行う。

職員研

修所

実施 → → → →

【基本的方向】人権に配慮した職務の遂行

【課題１】職場ごとのマニュアル作成

人権に配慮した職務を遂行するため、職場ごとのマニュアルを作成します。
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【課題別施策１】人権に配慮した接遇マニュアルの作成

【課題別施策①】接遇マニュアルの作成(所管課：行財政改革推進室)

人権が侵害されたと感じるのは、人と人が直接関わりをもった場合がかなりの部分

を占める中、現行の接遇マニュアルを人権に配慮した接遇マニュアルに改訂するため、

見直しを行います。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

【新規】

職場ごとの

人権に配慮

した接遇マ

ニュアルの

作成

現行の接遇マニ

ュアルを人権に

配慮した接遇マ

ニュアルに改訂

する。

各課に接遇マニ

ュアルの改訂を

要請する。

行財政

改革推

進室

実施 → → → →
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３ 人権擁護・保護機能の充実

市は市民の人権を擁護する使命を担っており、人権が侵害されたり、そのおそれがあ

る人に対し、相談を受ける中で主体的な解決のための助言を行うなど、人権を回復する

ために、国・府などの機関との密接な連携を図りながら、救済・相談をはじめとする人

権擁護体制の充実に向けて、人権擁護・保護に関する施策を展開します。

ア 現状

第 4回人権意識調査において、実際に人権侵害に直面したときの対応について聴いて

いますが、このことを年齢別の集計について見ると、重大な差別発言を黙認することは

許されないことと理解はしていても、仕事や地域、家庭の人間関係に巻き込まれ、年上

や目上に対して強い主張をしにくい 20～40 歳代の層では、尻込みする様子がうかがえ、

男女別で見ると、女性が人間関係に敏感であり、男性と比べて地位や権力において弱い

立場に立たされている現実が浮き彫りとなっています。また、高齢者層についても、人

権侵害に対して抗議しづらい立場に置かれ、職場や地域、家庭の中で他人の行動につい

て口を出すことは厭わなくても、いざ自分のこととなると大変弱い立場に置かれる状況

が明らかとなっています。特に、女性問題に関して、人権侵害などについて、その受け

る可能性も含めて、そうした状況にある個人から現状を変えていこうとするプライベー

ト・イニシアティブを引き出していくことの重要性について指摘がなされています。さ

らに、今回の意識調査の結果から、年齢が高くなればなるほど「人権問題に詳しい人」

「市民団体」「法務局や人権擁護委員」「市役所」などと専門家や専門機関に期待する割

合が高く、専門的機関の活動が重要な位置にあることがわかります。一方で、公的機関

に相談しない理由としてあげられているのが、「どこで相談を受けてもらえるかわから

ない」が最も多く、次いで「支援が得られずに頼りにならない」があがっており、その

原因が公的機関による情報提供不足と市民の信頼性とに問題点を有することが明らか

になっています。

こうした状況から、女性・子ども・高齢者などの人権に関する相談は個別課題ごとの

対応にとどまり、複雑化・多様化する人権問題に迅速かつ総合的に対応することが困難

な場合があり、また、人権に関する相談は、相談者の状況により多種多様であり、複雑

なケースも多く、対応する職員の人権感覚の研鑚と専門的知識や資質の向上が必要です。

効果的な人権擁護・保護施策を講じていくためには、事案に応じた適切な部署・機関に

取次ぎを行うことも必要であり、相談機関・保護機関の具体的な連携やＮＰＯ等と公的

機関との連携・協働が必要とされています。

さらに、市民が簡易に安心して相談や救済の申し立てができる第三者による人権擁護

機関の設置を求める声があります。

イ 施策展開の基本的考え方

市は市民の人権を擁護する使命を担っており、国の機関との密接な連携を図りながら、

相談をはじめとする人権擁護体制の充実に努めます。現在、実施されている人権・女性・

子ども・福祉・教育などの分野ごとの相談については、その適切な情報提供などととも

に、的確な助言や指導ができるよう相談員等の資質の向上や相談機能の充実に向けた取

組みを推進します。

さらに、複雑化・多様化する人権問題に対応して、専門機関並びに相談機関相互の連

携の強化を図るとともに、機動力や独自の知識・技術などを持つＮＰＯ等と連携・協働

を図ります。
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また、公的な機関のもとでも人権が侵害されることも想定するとともに、公的施設な

どを含め、施設等の利用者にかかる人権侵害の問題をはじめ、男女平等にかかわる人権

侵害、子どもの権利侵害などについて、市民が安心して相談でき、簡便で迅速に対応す

ることができる第三者による人権擁護機関の設置に向けて検討を進めます。

ウ 施策の体系

基本的方向 課題 課題別施策

分野別人権相談の充実

情報提供の充実

相談員等の資質の向上
人権相談体制の充実 人権相談体制の充実

人権ネットワークの構築

権利擁護事業の普及と充実
権利擁護システムの構築

人権擁護機関の設置

難病患者への生活支援
擁護・保護機能の充実

さまざまな人権課題への支援
感染症のまん延の防止

国・府・ＮＰＯ等との連携 協力体制の構築
専門機関との協力体制の推進

保健・医療・福祉の各機関の連携 ネットワークの構築

【基本的方向】人権相談体制の充実

【課題１】人権相談体制の充実

人権相談において的確な助言や指導ができるよう、相談員等の資質の向上や各種相

談に関する情報提供の充実を図るとともに、複雑化・多様化する人権相談に対応する

ため、人権ネットワークの構築を図ります。

【課題別施策１】分野別人権相談の充実

【課題別施策①】人権相談体制の充実(所管課：人権室他)

各人権分野に関する相談機関の充実を図り、現に人権が侵害されたり、侵害される

おそれがある人に対して、解決のための助言や専門機関の紹介など、人権を回復する

ための救済・保護に資するため、情報提供の充実に努めるとともに、専門家とクライ

エントなどの従来の援助形態だけではなく、ピア(仲間、同僚)・カウンセリングなど

の形態なども検討を行い、効果的かつ市民が利用しやすい人権相談体制の充実を図り

ます。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

分野別人権

相談体制の

充実

多様化・複雑化す

る人権問題に対

応するため、市民

が利用しやすい

人権に関する相

談体制の充実を

図る。

各個別課題ごと

の人権に関する

相談体制の充実

と必要に応じた

保護機関などと

の連携を行う。

人権室

他

実施 → → → →
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【課題別施策２】情報提供の充実

【課題別施策①】相談機関等情報提供の充実(所管課：人権室他)

多くの市民が気軽に利用できるよう、各人権分野ごとの相談機関の紹介に努めると

ともに、ＮＰＯ等が実施する専門機関機能の充実に向けて、相談機関等の情報提供を

行います。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

相談機関等

の情報提供

市民が利用しや

すく、安心して相

談を受けられる

ことを念頭に置

き、人権に関する

相談体制の情報

提供を行う。

広報紙、インター

ネットなどを通

じて、人権に関す

る相談体制の情

報提供に努める。

人権室

他

実施 → → → →

【課題別施策３】相談員等の資質の向上

【課題別施策①】相談員等の資質の向上(所管課：人権室他)

相談者の人権問題に的確に対応できるよう、相談員の資質の向上に努めるとともに、

ＮＰＯ等が行っている専門相談等への人材育成等への支援にも努め、民間の相談・保

護機関との連携・協働化を進めます。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

相談員等の

資質の向上

相談者の人権問

題等に対して、的

確に対応できる

よう相談員の資

質の向上に努め

る。

各種研修会への

参加などととも

に、各個別課題ご

との人権に関す

る 相 談 員 の 連

携・協議の場の設

定など。また、Ｎ

ＰＯ等の専門相

談機関の充実等

にも支援するた

め、要望等に応じ

た研修会の開催

を行う。

人権室

他

実施 → → → →

【課題別施策４】人権ネットワークの構築

【課題別施策①】人権ネットワークの構築(所管課：人権室)

人権相談が複雑化・多様化する中、各課題を横断する事案に対して迅速・的確に対

応するため、人権相談ケースワーク会議を設置し、相談機能の充実を図ります。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

【新規】

人権相談ケ

ースワーク

会議

各課題を横断す

る事案に対して

迅速・的確に対応

するため、人権相

談ケースワーク

会議を運営する。

人権啓発幹事会

の関係課で組織

した人権相談ケ

ースワーク会議

で各事案の内容

により対応する。

人権室 実施 → → → →
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【課題別施策②】各機関との連携(所管課：人権室)

複雑化・多様化する人権問題に対応するため、人権相談ケースワーク会議を通じて

専門機関並びに相談機関相互の連携の強化を図ります。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

法務局・府専

門機関・人権

擁護委員と

の連携

複雑化・多様化す

る人権問題に対

応するため、専門

機関並びに相談

機関相互の連携

の強化を図る。

相談内容により、

人権相談ケース

ワーク会議を通

じて関係機関と

の連携を図る。

人権室 実施 → → → →

【基本的方向】擁護・保護機能の充実

【課題１】権利擁護システムの構築

高齢者や障害者が自立し、安心して地域生活が送れるよう、権利擁護事業の普及と

充実を図るとともに、市民が簡易に安心して相談や救済の申し立てができる第三者に

よる人権擁護機関の設置に向けて検討を行います。

【課題別施策１】権利擁護事業の普及と充実

【課題別施策①】一人暮らしの高齢者等への支援(所管課：高齢福祉課)

成年後見制度利用支援事業や地域福祉権利擁護事業が一層充実した制度となるよ

う、各事業の周知を図ります。

事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

成年後見制

度利用支援

事業

判断能力が不十

分な痴呆性高齢

者に対して、市長

が成年後見等の

審判の申し立て

を行う。

四親等内の親族

がいない痴呆性

高齢者等に対し

て、家庭裁判所に

｢後見｣｢保佐｣｢補

助｣の開始等の審

判の申し立てを

行う。

高齢福

祉課

実施 → → → →

地域福祉権

利擁護事業

権利侵害を受け

やすい痴呆性高

齢者等の権利を

擁護し、安心して

自立した生活が

できるように、福

祉サービスの利

用援助や日常的

な金銭管理サー

ビスを行う。

本人･家族･代理

人からの相談、申

請に基づき社会

福祉協議会が実

施する。

高齢福

祉課

実施 → → → →

【課題別施策②】地域生活支援施策の充実(所管課：障害福祉課)

障害者の自立を支援するため、自立支援施策として行政が行う福祉サービスの充実

に努め、基盤整備と併せて利用者に対する情報提供を行います。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

権利擁護シ

ステムの充

実

障害者が地域で

自立し、安心でき

る生活を送れる

よう事業を委託

で実施する。

権利擁護事業の

利用の促進に努

め、関係機関との

連携を図る。

障害福

祉課

実施 → → → →
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【課題別施策２】人権擁護機関の設置

【課題別施策①】人権擁護機関の設置(所管課：人権室)

男女平等にかかわる人権侵害や子どもの権利侵害などについて、市民が簡易に安心

して相談や救済の申し立てができるよう、第三者による人権擁護機関の設置に向けて

検討を行います。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

【新規】

第三者人権

擁護機関の

設置

市民が簡易に安

心して相談や救

済の申し立てが

できる第三者に

よる人権擁護機

関を設置する。

人権擁護推進本

部、調整委員会、

人権啓発幹事会

及び庁内関係各

課などで検討す

る。

人権室 調査 検討 設置

【課題２】さまざまな人権課題への支援

疾病にかかっている人々の人権が守られ、安心して日常生活を営むことができる社

会を実現するため、難病患者への生活支援などの取組みを推進します。

【課題別施策１】難病患者への生活支援

【課題別施策①】難病患者への地域支援対策の推進(所管課：保健予防課)

難病患者の在宅療養を支援するため、難病患者の地域支援対策を推進します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

【新規】

難病患者地

域支援対策

推進事業

難病患者及びそ

の家族が安心し

て療養できる環

境づくりを推進

する。

要支援の難病患

者に対し、在宅療

養計画の策定・評

価を行うととも

に、訪問相談、訪

問指導等を実施

する。

保健予

防課

実施 → → → →

【課題別施策２】感染症のまん延の防止

【課題別施策①】感染症の予防(所管課：保健予防課)

感染症患者の人権に配慮しつつ、迅速かつ適切な対応を行い、まん延を防止するた

め、感染症にかかる検査と相談を実施します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

【新規】

感染症予防

対策事業

感染を早期に発

見し、発症予防、

二次感染予防を

図るとともに、支

援体制を確立す

る。

人権に配慮した

相談・検査を実施

するとともに、患

者・感染者の適切

な療養支援を行

う。

保健予

防課

実施 → → → →

【基本的方向】専門機関との協力体制の推進

【課題１】国・府・ＮＰＯ等との連携

ＤＶや児童虐待などの被害の発生防止や軽減等、事案に対して適切に対応できるよ

う、国・府などとの密接な連携の強化を図り、協力体制を構築します。
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【課題別施策１】協力体制の構築

【課題別施策①】ＤＶへの対応(所管課：男女共同参画課)

「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」の趣旨に基づき、配偶

者からの暴力を防止し、被害者の保護に取組むため、各機関の連携のもとＤＶ対応連

絡協議会を運営します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

ＤＶ対応連

絡協議会

関係機関・団体等

の協力を得て、連

携体制を整備し

て、ＤＶ被害者に

対して、迅速かつ

適切に対応する。

関係機関・団体、

庁内関係課によ

り協議会を構成

し、情報・意見の

交換等を行う。

男女共

同参画

課

実施 → → → →

【課題別施策②】児童虐待防止ネットワークの整備(所管課：児童福祉課)

年々深刻な社会問題となっている児童虐待について、虐待の早期発見・早期対応を

行うため、高槻市児童虐待防止連絡会議を運営し、児童虐待の防止に向けた取組みを

推進するとともに、子どもの健全育成を図ります。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

児童虐待防

止連絡会議

子どもの虐待を

防止し、虐待の早

期発見等、児童虐

待対策の推進を

図る。

児童虐待防止連

絡会議及び児童

虐待防止連絡調

整会議の開催、啓

発用リーフレッ

トの作成を行う。

児童福

祉課

実施 → → → →

【課題２】保健・医療・福祉の各機関の連携

難病の多様な特徴に対して適切に対応できるよう、各関係機関などとの密接な連携

の強化を図り、協力体制を構築します。

【課題別施策１】ネットワークの構築

【課題別施策①】地域在宅難病ネットワークの構築(所管課：保健予防課)

難病患者やその家族等の療養を支援するため、関係機関による地域在宅難病ネット

ワーク事業を実施します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

【新規】

地域在宅難

病ネットワ

ーク事業

難病の多様な特

徴に対応するた

めに、保健・医

療・福祉の各機関

連携を深め、患

者・家族等の療養

を支援する。

関係各機関によ

るネットワーク

会議を開催し、保

健・医療・福祉に

かかる各種情報

を提供し合う。

保健予

防課

実施 → → → →
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４ 社会全体での協働による取組みの推進

人権問題の取組みを推進する上で、社会全体で取組むという合意と人権を擁護するシ

ステムの構築を図ることが必要であり、市民・地区コミュニティ組織・ＮＰＯ・企業な

どの多種・多様な参加・参画による行政とのパートナーシップの構築に向けて、さまざ

まな活動に対する協働・連携・支援にかかわる施策を展開します。

ア 現状

今回の第 4回人権意識調査の結果から、当事者、被害者支援については、行政の公平

性の原理が壁となって、行政には十分なことができず、ＮＰＯをはじめとする市民活動

の方がきめ細かく対応できるという事態が明らかになってきた今日においては、市民の

自主性に基づく活動の重要性が市民の間で意識されはじめている現状が示唆されてい

ます。さらに、「人権教育のための国連 10 年高槻市行動計画」を総括する中においても、

関係団体と連携しての啓発事業の実施や人権関係団体への支援に努め、人権関係団体と

の協働化が図られてきましたが、さらなる自主的活動の促進とそれぞれの役割を踏まえ

たネットワーク化が課題である現状が示されています。

また、身元調査の問題などの具体的な事例に即していえば、「身元調査をしてはいけ

ない」という論理だけでは解決せず、ましてや「資産や収入を隠せばよい」「同和地区

出身であることを隠せばよい」ということでは解決しないのは明らかです。今こそ、社

会全体をあげて、同和地区出身であることが、国籍が違うことが、資産や収入が少ない

ことなどが結婚などに不利になるのかどうか、その点について問題点を投げかけ、オー

プンな議論をしなければ、暴く行為は跡を絶たない現実があります。

こうした現状を踏まえ、これまで人権にかかわる事業のほとんどを行政が担ってきま

したが、人権施策を効果的かつ効率的に推進していくには、行政と市民・ＮＰＯなどと

の連携や協働は不可欠であり、時代の変化に対応したパートナーシップの確立が求めら

れています。

現在、環境問題や福祉の分野でＮＰＯやボランティア団体の活動が注目されています

が、多様化する人権問題への取組みにおいても、ＮＰＯ等による自主的な活動に支えら

れる場面が増えています。ＮＰＯ等は、先駆的な課題や行政がかかわりにくい課題にお

いても、迅速で、柔軟な対応が可能であり、人権施策の推進においても重要な役割を果

たすことが期待されています。

イ 施策展開の基本的考え方

人権課題の解消に取組んでいく上で重要なことは、行政だけで人権問題に取組むので

はなく、社会全体で取組むというコンセンサスを得ることにあります。市民や地区コミ

ュニティ組織・ＮＰＯ・企業等の多種・多様な参加・参画を通じて、社会の連帯の力で、

人権施策を支え、効果的かつ効率的に推進していく観点からも、民間と行政との適切な

役割分担を確立し、行政とのパートナーシップを築きます。

また、人権施策の推進に向けて、国や府などの行政機関、医療機関や福祉施設などと

の連携を図ります。

さらに、自治会などの地域での取組みや企業での取組みが促進されるよう努めるなど、

地域社会の各分野における人権問題への取組みを有機的に結びつけるネットワークの

形成を目指します。
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ウ 施策の体系

基本的方向 課題 課題別施策

各種団体などとの協働ＮＰＯ等多様な主体と

の協働の推進
各種団体とのパートナーシップの構築

国・府などとの連携

団体との協議の場の設

定
社会的な発言の場の確保

在日外国人などの意見を収集する仕

組みづくり

企業との連携企業の自主的な取組み

への支援
企業との連携

企業における研修などの支援

交流環境等の充実 交流環境の整備

地域・地域各種団体・人権関係団体と

の協働

地域における自立した生活などの支

援

地域での子育て活動の支援

地域との協働

福祉ボランティア活動の支援

地域と密着した連携・

協働体制の推進

地域社会におけるネットワークの形成
地域社会の各分野におけるネットワ

ークの形成

【基本的方向】ＮＰＯ等多様な主体との協働の推進

【課題１】各種団体とのパートナーシップの構築

社会の連帯の力で、効果的かつ効率的に人権施策を推進するため、各種団体と行政

とのパートナーシップの構築を図ります。

【課題別施策１】各種団体などとの協働

【課題別施策①】講演会等による啓発活動(所管課：人権室)

社会情勢の進展に伴い新たな人権問題も生じており、参加者に対して人権を尊重す

る市民意識の高揚を図るため、市民及び団体・企業等との一層の協働を進める中で、

講演会等を開催します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

憲法記念行

事・平和展・

人権を考え

る市民のつ

どい

人権・平和に関す

る事業を実施す

ることにより、人

権を尊重する市

民意識の高揚を

図る。

市民及び団体等

との連携を強化

する中で、市民参

加のもと各事業

を開催する。

人権室 実施 → → → →

【課題別施策②】人権啓発推進協議会等への活動支援及び組織改編(所管課：人権室)

草の根による人権啓発活動及び他団体との連携を強化し、組織の発展と活性化を図

っている協議会との協働を促進するため、協議会の活動に対して支援するとともに、

市民との協働化を進める団体として、組織の改編を行います。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

人権啓発推

進協議会・人

権富田・春日

両地域協議

会への活動

支援

人権意識の普及

と高揚を図るた

めに実施する自

主的な啓発活動

に対して活動支

援を行い、市との

協働を進める。

市と人権協との

協働化を図り、人

権啓発活動を効

率的に推進し、地

域団体との連携

を図る。

人権室 実施 → → → →
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【新規】

人権啓発推

進協議会等

の組織改編

の検討

市民との協働化

を進める団体と

して、人権啓発推

進協議会等の組

織の改編を行う。

人権啓発推進協

議会等との協議

を行い、組織の改

編の検討を行う。

人権室 調査 研究 検討 実施

【課題別施策③】市民との協働の推進(所管課：富田ふれあい文化Ｃ)

市民との協働を推進するため、あらゆる場面(事業)において模索し、実現できるよ

う努めます。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

ふれあいＩ

Ｔ推進事業

デジタルデバイ

ドの解消に向け、

情報の受け手側

の条件整備を行

う。

ボランティア団

体の協力を得て、

パソコンの基本

操作やホームペ

ージの閲覧方法

等の講習を開催

する。

富田ふ

れあい

文化セ

ンター

実施 → → → →

【課題別施策④】地区コミュニティ組織等との協働(所管課：コミュニティ推進課)

地区コミュニティ組織等との協働による地域ぐるみの子育て支援体制の確立や男

女共同参画の実現に向け、交流機会の充実や学習機会の提供等、その条件整備のため

の支援を行います。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

コミュニテ

ィセンター

管理運営補

助事業

各コミュニティ

センターにおけ

る子どもを対象

とした、学習や体

験機会の充実を

図り、子育てに関

する活動がしや

すい条件づくり

を行う。

各コミュニティ

センター管理運

営委員会に対し、

管理運営事業及

び活動事業に必

要な経費を補助

し、コミュニティ

センターの運営

の支援を行う。

コミュ

ニティ

推進課

実施 → → → →

コミュニテ

ィ市民会議

補助事業

女性を含む多様

な主体の参加を

支援し、地区コミ

ュニティ間のネ

ットワークをも

とにした地域活

動の充実を図る。

コミュニティ市

民会議に対して

補助金を交付し、

市全域でのコミ

ュニティ活動の

促進に向けた支

援を行う。

コミュ

ニティ

推進課

実施 → → → →

【課題別施策⑤】市民公益活動団体との協働(所管課：コミュニティ推進課)

女性、子ども、高齢者、障害者、同和問題などさまざまな人権問題に取組む市民公

益活動団体を含む多様な活動を促進するため、市民公益活動団体との協働により運営

する市民公益活動サポートセンターの充実を図るとともに、各種団体間の交流や参加

促進等市民への啓発を目的とした取組みを実施します。
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事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

市民公益活

動サポート

センター事

業

市民公益活動の

促進のための環

境整備として開

設した市民公益

活動サポートセ

ンターにおいて、

施設提供をはじ

め相談事業や情

報受発信支援、学

習機会の提供等

活動促進のため

の事業を実施す

る。

市民公益活動サ

ポートセンター

管理運営委員会

に対し、管理運営

や事業実施に必

要な経費を補助

し、サポートセン

ターの運営の支

援を行う。

コミュ

ニティ

推進課

実施 → → → →

市民公益活

動促進事業

さまざまな人権

問題の解決を目

指す団体を含め

た多様な市民公

益活動団体の経

験交流や市民の

参加啓発等によ

り活動の促進を

図る。

市内の市民公益

活動団体との協

働による、市民公

益活動促進フォ

ーラムやボラン

ティア活動への

参加のきっかけ

づくりとなる講

座等を開催する。

コミュ

ニティ

推進課

実施 → → → →

【課題別施策⑥】地区コミュニティ等との協働による自主防災組織の結成促進(所管

課：コミュニティ推進課)

地区コミュニティや単位自治会と連携した自主防災組織の結成を促進するため、地

域の防災活動の体制づくりを行うとともに、災害時における高齢者や障害者等とのか

かわり方や、平常時の取組みの必要性に関する啓発を行います。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

自主防災組

織結成促進

事業

高齢者や障害者

等への取組みを

含め、地域防災活

動を担う自主防

災組織の結成に

向け支援を行う。

災害時及び平常

時の高齢者や障

害者等に対する

取組みの必要性

に関した啓発を

含め作成した啓

発冊子、まちづく

りハンドブック

Ⅱ「自主防災活動

編」等の活用を図

るとともに、地区

コミュニティ等

での説明会に出

向くなど、自主防

災組織の結成に

向けた支援を行

う。

コミュ

ニティ

推進課

実施 → → → →
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【課題別施策⑦】子育て支援の実施(所管課：児童福祉課)

仕事と育児の両立支援と子育て支援情報の充実を図り、地域での子育てを支援する

ため、ファミリー・サポート・センター事業や子育て支援総合コーディネート事業を

実施します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

子育てＮＰ

Ｏ活動の支

援

イベント、事業の

後援、関係機関と

の連携・支援を行

う。

後援及び協力を

行う。

児童福

祉課

実施 → → → →

【課題別施策⑧】スポーツ・レクリエーション活動の振興(所管課：障害福祉課)

障害者スポーツの振興を図るため、各種スポーツ活動の展開と支援を行います。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

「高槻市市

民ふれあい

運動会」の開

催

障害者スポーツ

の振興及び健常

者との交流を図

る。

障害者団体と共

催し、運動会を年

１回実施する。

障害福

祉課

実施 → → → →

【課題別施策⑨】女性の就労促進と雇用環境整備(所管課：労働福祉Ｇ)

再就職を希望する女性に対して、その就労の促進を支援するとともに、育児・介護

休業制度の内容や手続きについて周知に努め、働く女性の母性保護等についての啓発

を行います。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

女性就業援

助事業

働く女性に対し

さまざまな啓発

を行う。

市と市内の女性

労働者の協働に

よる「たかつきＡ

ＣＴ」と連携し、

セミナー等を実

施する。

労働福

祉Ｇ

実施 → → → →

【課題別施策２】国・府などとの連携

【課題別施策①】学習機会などの支援(所管課：高齢福祉課)

高齢者自らが社会の構成員として積極的に役割を担えるよう、学習機会などの支援

を図ります。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

シルバーア

ドバイザー

養成研修へ

の支援

大阪府地域福祉

推進財団が開催

するシルバーア

ドバイザー養成

研修を支援する。

同事業の資料提

供を行うととも

に、市広報紙によ

る広報を行う。

高齢福

祉課

実施 → → → →

【課題別施策②】就職困難者等の就労促進(所管課：労働福祉Ｇ)

働く能力・意欲がありながら、年齢、身体・知的・精神等の障害及び家族構成並び

に出身地などにより、就労をさまたげるさまざまな阻害要因を有するため、雇用就労

を実現できていない、いわゆる就職困難者等の雇用・就労の促進を図るため、各種事

業を展開します。
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事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

障害者雇用問

題懇談会

各関係機関によ

る懇談会におい

て、意見交換等

を行い雇用の促

進を図る。

公共職業安定所

など関係機関に

よる懇談会を開

催する。

労働福

祉Ｇ

実施 → → → →

障害者就業・

生活支援セン

ター事業

雇用の促進を図

るため、センタ

ーの運営に対し

支援を行う。

センター運営に

対して、さまざ

まな指導・助言

を行う。

労働福

祉Ｇ

実施 → → → →

【課題別施策③】女性の就労促進と雇用環境整備(所管課：労働福祉Ｇ)

再就職を希望する女性に対して、その就労の促進を支援するとともに、育児・介護

休業制度の内容や手続きについて周知に努め、働く女性の母性保護等についての啓発

を行います。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

雇用促進事業 女性の就労促進

を図る。

公共職業安定所

と連携し、求人

情報の提供や労

働相談を実施す

る。

労働福

祉Ｇ

実施 → → → →

【基本的方向】団体との協議の場の設定

【課題１】社会的な発言の場の確保

市内居住外国人市民の声を行政に反映するための意見交換の場の設置に向けて検

討を行います。

【課題別施策１】在日外国人などの意見を収集する仕組みづくり

【課題別施策①】在日外国人との意見交換の場の設置(所管課：人権室他)

国際化の進展が地域レベルで広がりを見せる中、さまざまな文化、習慣、価値観の

違いを認め合い、国籍や民族的・文化的背景に関係なく、ともに地域を支えあう豊か

で活力ある、多文化共生の地域社会の実現に向けて、在日外国人との意見交換の場の

設置に向けての検討を行います。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

【新規】

市内居住外

国人からの

意見収集の

ための仕組

みづくり

多文化共生社会

の実現に向け、在

日外国人の声を

行政に反映させ

るための意見交

換の場を設置す

る。

庁内関係課及び

人権啓発幹事会

などで検討する。

人権室

他

研究 検討 設置

【基本的方向】企業の自主的な取組みへの支援

【課題１】企業との連携

人権施策の基本理念を社会に広く定着させるため、社会経済の中心的な担い手であ

る企業が行う自主的な取組みに対して支援を行います。
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【課題別施策１】企業との連携

【課題別施策①】企業等における人権啓発の推進(所管課：労働福祉Ｇ)

市内の公正採用選考人権啓発推進員設置事業所で組織する「高槻地区人権推進員企

業連絡会」の活動に対しさまざまな支援を行い、連絡会の活性化を図るとともに、企

業における就労者の人権意識の高揚を図るため、各種事業を展開します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

未加入事業所

への加入促進

連絡会未加入の

公正採用選考人

権啓発推進員設

置事業所に対

し、加入を勧奨

する。

公共職業安定所

と連携し、電話

及び加入勧奨文

を送付する。

労働福

祉Ｇ

実施 → → → →

【課題別施策２】企業における研修などの支援

【課題別施策①】企業等における人権啓発の推進(所管課：労働福祉Ｇ)

市内の公正採用選考人権啓発推進員設置事業所で組織する「高槻地区人権推進員企

業連絡会」の活動に対しさまざまな支援を行い、連絡会の活性化を図るとともに、企

業における就労者の人権意識の高揚を図るため、各種事業を展開します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

啓発講演会へ

の支援

連絡会が実施す

る啓発講演会の

内容等につい

て、さまざまな

情報提供を行

う。

テーマの提案や

講師の選定など

についての支援

を行う。

労働福

祉Ｇ

実施 → → → →

各種研修会へ

の支援

連絡会が行う各

研修会に対し、

さまざまな情報

提供を行う。

研修テーマの提

案や研修実施場

所等についての

支援を行う。

労働福

祉Ｇ

実施 → → → →

【基本的方向】地域と密着した連携・協働体制の推進

【課題１】交流環境等の充実

人権問題を「知る」という状態から、一歩進んで人権問題に「かかわる」という意

識を培うため、情報交換や意見交換の機会の拡充を図ります。

【課題別施策１】交流環境の整備

【課題別施策①】市民交流の推進(所管課：富田ふれあい文化Ｃ・春日ふれあい文化Ｃ)

市民の相互理解を深めるため、市民交流を推進するための事業展開や施設の環境整

備を行い、人権問題等の解決を図ります。
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事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

市民交流事

業

市民の交流を推

進し、相互理解を

深める。

講座等の開催や

活動準備室の提

供により、利用者

相互の交流を図

る。

富田ふ

れあい

文化セ

ンター

実施 → → → →

市民交流事

業

住民相互が日常

的に交流できる

場や機会をセン

ター内等に設け、

その交流を推進

する。

人権啓発・地域福

祉などの講座・パ

ネル展を開催す

る。

春日ふ

れあい

文化セ

ンター

実施 → → → →

【課題２】地域との協働

地域全体でお互いを支えあう体制の構築を図るため、人権意識を高揚、定着させる

うえで重要な役割を担っている地域との連携・協働を推進します。

【課題別施策１】地域・地域各種団体・人権関係団体との協働

【課題別施策①】地域での学習及び啓発活動(所管課：人権室)

地域団体等とのさらなる連携を図るため、高槻市人権啓発推進協議会地区単位会が

実施する学習会及び講座等の啓発活動を支援します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

地域の諸団

体との連携

強化

地域諸団体との

共催事業等を行

うことにより「人

権草の根啓発活

動」の輪を広げ

る。

地区単位会で開

催する学習会・ふ

れあいアップ講

座等の事業につ

いて、地域団体と

のさらなる連携

を図る。

人権室 実施 → → → →

【課題別施策②】市民との協働の推進(所管課：富田ふれあい文化Ｃ)

市民との協働を推進するため、あらゆる場面(事業)において模索し、実現できるよ

う努めます。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

フェスタ・ヒ

ューマンラ

イツ

地域の各種団体

との協働で、人権

をテーマに各種

の取組みを行う。

また参加団体や

市民相互の交流

を図る。

舞台発表や各種

イベントの開催、

参加団体の活動

の紹介を行う。

富田ふ

れあい

文化セ

ンター

実施 → → → →

【課題別施策③】多文化共生・世代間交流の推進(所管課：春日ふれあい文化Ｃ)

地域において真に豊かな人と人との関係を創造するため、多文化共生・世代間交流

を図る中で地域が抱える諸問題について、今、地域住民一人ひとりが何をするべきか

考える機会を設定します。
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事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

ヒューマン

ライツフェ

スタ

地域の各団体で

組織する実行委

員会を結成し、市

民との協働でフ

ェスタを開催す

る。

ミュージックフ

ェスティバル、盆

踊り、ふれあいコ

ーナー、模擬店等

の内容で二日間

開催する。

春日ふ

れあい

文化セ

ンター

実施 → → → →

【課題別施策④】男女共同参画社会の形成促進(所管課：男女共同参画課)

男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、職場・家庭・地域社会等

あらゆる分野において、性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮すること

ができる男女共同参画社会の実現に向け、啓発や情報提供等の取組みを推進します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

男女共同参

画地域講演

会の開催

男女共同参画社

会の形成を促進

するために必要

な情報提供及び

啓発事業を行う。

男女共同参画に

ついて理解を深

めていただくた

めに、地域のコミ

ュニティセンタ

ーと協力しなが

ら講演会を開催

する。

男女共

同参画

課

実施 → → → →

【課題別施策⑤】地区コミュニティ組織等における啓発活動の推進(所管課：コミュニ

ティ推進課)

地区コミュニティ組織等での生涯学習、文化・スポーツの活動や各種団体間の連携

促進の活動をとおして、人権啓発にかかる取組みが効果的に行われるよう、支援体制

を確立し、その推進を図ります。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

地域内にお

ける各種団

体のリーダ

ーによる啓

発の促進

地区コミュニティ

組織を基盤に、地域

内各種団体間の連

携を図りながら、人

権啓発の促進を図

る。

障害者地域福祉

懇談会等、地域内

における各種団

体のリーダーが

中心になって取

組む人権啓発活

動の支援を行う。

コミュ

ニティ

推進課

実施 → → → →

【課題別施策⑥】地域福祉懇談会開催の支援(所管課：福祉政策室)

障害者に関する住民の理解を深めるため、障害者団体が開催する地域福祉懇談会を

支援します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

地域福祉懇

談会開催の

支援

障害者団体が開

催する地域福祉

懇談会を通じて

障害者の置かれ

ている状況につ

いて地域住民の

理解を深める。

地域福祉懇談会

に地域の住民が

多数参加される

よう、社会福祉協

議会、コミュニテ

ィ推進課、障害福

祉課と連携し、自

治会、地区福祉委

員会、ボランティ

アに働きかける。

福祉政

策室

実施 → → → →
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【課題別施策２】地域における自立した生活などの支援

【課題別施策①】高齢者の社会活動への参加や生きがいづくりの支援(所管課：高齢福

祉課)

高齢者の社会活動への参加や生きがいづくりを図るため、高齢者が長年培ってきた

経験・知識・技術を、それらの提供を望んでいる人たちとのマッチングを図り、高齢

者のボランティア活動や生きがいづくりを支援します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

シニア社会

活動マッチ

ング事業

「できること」

「したいこと」が

あるシニア世代

の提供者(５０歳

以上)と、「してほ

しいこと」がある

依頼者をマッチ

ング（紹介）し、

高齢者の社会活

動への参加と生

きがいづくりを

支援する。

市民公益活動サ

ポートセンター

に委託し、提供者

と依頼者の登録

を受けマッチン

グを行う。会員登

録とマッチング

にかかる費用は

無料。提供者の交

通費などの実費

５００円が必要。

提供に伴う謝礼

が必要な場合が

ある。

高齢福

祉課

実施 → → → →

【課題別施策②】障害者等の生活支援(所管課：障害者福祉Ｃ)

障害者等の生活支援を図るため、障害者及びその家族からの多様な相談を受け、自

立や社会参加の促進に向けた対応策を関係機関との連携を図り指導、助言及び情報を

提供します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

総合相談・在

宅福祉サー

ビス利用援

助及び生活

支援事業

障害者やその家

族の地域におけ

る生活を支援し、

障害者の自立と

社会参加の促進

を目指す。

在宅福祉サービ

スの利用援助、社

会資源の活用や

社会生活力を高

めるための支援

及びピアカウン

セリング等を関

係機関・専門機関

と連携し総合的

に相談を行う。

障害者

福祉セ

ンター

実施 → → → →

【課題別施策３】地域での子育て活動の支援

【課題別施策①】子育て支援の実施(所管課：児童福祉課)

仕事と育児の両立支援と子育て支援情報の充実を図り、地域での子育てを支援する

ため、ファミリー・サポート・センター事業や子育て支援総合コーディネート事業を

実施します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

フ ァ ミ リ

ー・サポー

ト・センター

事業

育児の援助を行

いたい者と育児

の援助を受けた

い者を組織化し

て、相互援助に基

づく援助活動を

行う。

説明会・講習会・

交流会の開催及

び相互援助活動

を実施する。

児童福

祉課

実施 → → → →
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子育て支援

総合コーデ

ィネート事

業

子育て支援情報

の充実を図り、多

様な子育て支援

サービスの情報

提供を行う「子育

て支援総合コー

ディーネーター」

制度を創設し、子

育て支援を行う。

子育て支援情報

の一元化を中心

にホームページ

の充実と相談、掲

示板の創設を行

う。

児童福

祉課

実施 → → → →

地域子育て

支援センタ

ー事業

サークル育成講

座、部屋、教材遊

具の貸し出し、情

報提供支援ＮＰ

Ｏやサークル間

の情報交換、出前

保育を実施する。

親子保育教室、サ

ー ク ル 育 成 講

座・部屋や教材の

貸し出し、フリー

スペースの提供

等を行う。

児童福

祉課

実施 → → → →

育児支援家

庭訪問事業

出産後間もない

時期に養育が困

難となっている

家庭に対し、子育

て経験者等が家

庭を訪問し、育児

相談・支援を行う

ことにより、子ど

もの健全育成を

図る。

一般の子育てサ

ービスを利用す

ることが難しい

家庭を対象に、子

育て経験者等が

家庭訪問し、育児

相談等を行う。

児童福

祉課

実施 → → → →

【課題別施策４】福祉ボランティア活動の支援

【課題別施策①】ボランティア活動の支援(所管課：福祉政策室)

障害者と地域住民がともに生きる社会づくりを推進するため、高槻市社会福祉協議

会が実施するボランティア市民活動センター運営事業、ボランティアが参加して行う

地区福祉委員会(市内 37 箇所)の活動事業及びボランティアに対する各種研修を支援

します。

事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

社会福祉協

議会への補

助

市社会福祉協議

会が行うボラン

ティア市民活動

センター運営事

業、小地域ネット

ワーク事業、ボラ

ンティア研修な

ど、地域福祉推進

に関する事業を

支援する。

事業に要する経

費について、申請

に基づき補助金

を交付する。

福祉政

策室

実施 → → → →
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【課題別施策②】市民への啓発(所管課：障害者福祉Ｃ)

障害者の社会参加の促進や自立を支援するため、講演会や講座を開催します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

ボランティ

ア体験講座

種々の体験・学

習・交流を通し

て、障害者の理解

を深め、障害者の

社会参加の活動

を地域から支え

る輪の構築を目

指す。

点字、手話、朗読、

要約筆記、ガイド

ヘルプ等の講座、

作業所見学及び

全体交流会等を

関係団体の参画

のもとに実施す

る。（全１０回）

障害者

福祉セ

ンター

実施 → → → →

【課題３】地域社会におけるネットワークの形成

地域社会の各分野における人権問題の取組みを有機的に結びつけるため、ネットワ

ークの形成に努めます。

【課題別施策１】地域社会の各分野におけるネットワークの形成

【課題別施策①】地域社会におけるネットワークの形成(所管課：コミュニティ推進課)

地区コミュニティにおける市民及び各種団体間の交流や連携促進のための事業の

支援を行うとともに、さまざまな社会的課題に取組む市民公益活動団体間の交流や市

民、事業者、行政を含めた連携・協働の取組みを支援します。
事業名 事業目的・内容 実施方法 所管課 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

地域振興補

助事業

市民憲章の各条

文に掲げる事業

等をとおして、地

区コミュニティ

内の市民・団体間

の連携、ふれあい

の促進を図る。ま

た、子ども対象の

行事の充実やボ

ランティア活動

への参加拡大等

子育て、教育力の

向上に向けた条

件づくりを行う

とともに、女性が

参画しやすい地

域活動に向けた

啓発を行う。

各地区コミュニ

ティに対し、地域

振興補助金を交

付し、地域活動の

支援を行う。

コミュ

ニティ

推進課

実施 → → → →


